
（第 64条の２関係） 

 

令和   年   月   日  

 

   盛 岡 市 長 様 

    

            申告者 

            住所又は所在地 

 

         氏名又は名称                    

 

            電話番号 

 

住宅用地・非住宅用地申告書  

 

 下記固定資産について、盛岡市市税条例第 64 条の 2 の規定に基づき申告いたしま

す。 

記 

区 分 1 住宅用地       2 非住宅用地 

所

有

者 

住所又は所在地  

氏名又は名称  

台帳コード  

土

地 

所 在 地  

地   積  

当

該

土

地

に

存

す

る

家

屋 

所 在 地  

所有者の住所 

又は所在地 

 

所有者の氏名 

又は名称 

 

家屋番号  

種  類  

構  造  

用  途  

床 面 積  

居住の用に供する床面積  

居住の用に供した年月日 令和   年   月   日 

住居の数  

住宅用地から住宅用地以外

の土地への変更の内容 

 

  

個人番号又は法人番号 



（第 64条の２関係） 

 

令和   年   月   日 

 

   盛 岡 市 長 様 

    

            申告者 

            住所又は所在地 

 

         氏名又は名称                   

 

            電話番号 

 

住宅用地・非住宅用地申告書 

 

 下記固定資産について、盛岡市市税条例第 64 条の 2 の規定に基づき申告いたしま

す。 

記 

区 分 1 住宅用地       2 非住宅用地 

所

有

者 

住所又は所在地  

氏名又は名称  

台帳コード  

土

地 

所 在 地  

地   積  

当

該

土

地

に

存

す

る

家

屋 

所 在 地  

所有者の住所 

又は所在地 

 

所有者の氏名 

又は名称 

 

家屋番号  

種  類  

構  造  

用  途  

床 面 積  

居住の用に供する床面積  

居住の用に供した年月日 令和   年   月   日 

住居の数  

住宅用地から住宅用地以外

の土地への変更の内容 

 

個人番号又は法人番号 

申請者の住所（又は所在地）、氏名

（又は名称）、電話番号、個人番号

（又は法人番号）を記入願います。 

代理人の場合は、所有者の委任状を添

付願います。なお、台帳コードを明記

している場合は委任状は不要です。 

記載例 

申告の区分により、１又は２のいず

れかに○印をつけてください。 

土地の所有者の住所（又は所在

地）、氏名（又は名称）及び台帳

コードを記入願います。 

土地の所在地と地積を記

入願います。 

当該土地に所在する家屋の所在地等を記

入願います。（非住宅用地に係る申告の

場合は、記入の必要はありません。） 

非住宅用地に係る申告の場合に、

その内容を記入願います。 



（第 64条の２関係） 

上記様式以外でも、下記事項を記載した書面で申告することができます。 

根拠法令 盛岡市市税条例第 64条の２ 

 

Ａ 住宅用地に係る申告 

１ 申告書名『住宅用地申告書』 

２ 申告年月日 

３ 申告者の住所（又は所在地）、氏名（又は名称）、個人番号（又は法人番号）、

電話番号、氏名 

４ 土地の所有者の住所（又は所在地）、氏名（又は名称）及び台帳コード 

５ 土地の所在地及び地積 

６ その土地に所在する家屋の内訳 

(1) 所在地 

(2) 所有者の住所（又は所在地） 

(3) 所有者の氏名（又は名称） 

(4) 家屋番号 

(5) 種類 

(6) 構造 

(7) 用途 

(8) 床面積 

(9) 居住の用に供する床面積 

(10) 居住の用に供した年月日 

(11) その土地に所在する住居の数（地方税法第 349 条の 3 の２第２項に規定する住

居の数） 

７ その他不明な点などについては、資産税課へお問い合わせ願います。 

 

Ｂ 非住宅用地に係る申告 

１ 申告書名『非住宅用地申告書』 

２ 申告年月日 

３ 申告者の住所（又は所在地）、氏名（又は名称）、個人番号（又は法人番号）、

電話番号、氏名 

４ 土地の所有者の住所（又は所在地）、氏名（又は名称）及び台帳コード 

５ 土地の所在地及び地積 

６ 住宅用地から住宅用地以外の土地への変更の内容 

７ その他不明な点などについては、資産税課へお問い合わせ願います。 


